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第４章

地域包括ケア体制の

八つの柱の構成
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１ 地域包括ケア体制の構成要素

中野区の地域包括ケア体制は、12 ページで示したように以下の八つの構成要素から成り立つと考え

ています。この構成要素を柱として取組を進めていきます。

柱１ 本人の選択／権利擁護

柱２ 住まい・住まい方

柱３ 健康・社会参加・学び・就労

柱４ 地域の見守り支えあい

柱５ 生活を支えるサービス、生活を豊かにするサービス

柱６ 地域医療

柱７ セーフティネット

柱８ 子どもと子育て家庭、障害者及び高齢者特有の課題

すべての人が、一人ひとりの生き生きとした自己実現を図るためには、なにより本人の生活基盤となる

住まいの確保(柱２)と、更にその前提としての本人の尊厳に基づく選択と権利擁護(柱１)が不可欠です。

その「住まい」での生活を支える様々な生活支援があることによって、在宅での豊かな生活が可能にな

ります。八つの要素のうち、柱１と柱２が確保されてこそ、柱３～柱８が有効に機能します。

○中野区の八つの柱

区では、この八つの柱の要素を区民、関係団体、行政が一緒に同じ方向を向いて考え、ひとりでも多く

の区民の方が自分らしく活き活きと暮らすことを目指して、一人ひとりができることから活動を始め、すべ

ての区民の活動へと発展していくことを応援していきます。
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２ 柱別の全体構成

地域包括ケアの八つの柱ごとの「課題」は次のとおりです。

柱 課題

柱１

本人の選択／権利擁護

（1）権利擁護の推進と理解促進

（2）虐待の防止

（3）区民が望む在宅療養生活の実現

柱２

住まい・住まい方

（1）居住支援体制の推進

（2）在宅生活が困難な場合のケアを行う施設の確保

（3）バリアフリー・ユニバーサルデザインのまちづくり

柱３

健康・社会参加・学び・就労

（1）健康的な生活習慣の定着支援、健康づくり、感染症対策

（2）就労や地域活動を通じた社会参加の促進

（3）生涯学習の機会の充実

柱４

地域の見守り支えあい

（1）地域における見守り支えあいの推進と、交流の場や機会の創出

（2）避難行動要支援者への避難支援

柱５

生活を支えるサービス、生活

を豊かにするサービス

（1）生活支援サービスの質・量の確保

（２）住民主体サービスの拡充、民間サービスとの役割、コーディネート

機能

柱６

地域医療

（1）在宅医療、地域での医療提供の充実と多職種連携の一層の推進

（2）かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬局の推進

柱７

セーフティネット

（1）包括的な自立支援の推進

（2）貧困対策、自殺対策、犯罪被害者等支援、再犯防止

柱８

子どもと子育て家庭、障害

者及び高齢者特有の課題

（1）子どもと子育て家庭特有の課題

（2）障害者特有の課題

（3）高齢者特有の課題
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３ 令和4年度に取り組む主な事業（柱別）

【柱１】 本人の選択／権利擁護

【柱２】 住まい・住まい方

【柱３】 健康・社会参加・学び・就労

事業名 事業の内容

人権施策推進事業

（企画部）

（仮称）中野区人権及び多様性を尊重するまちづくり条例の普及啓

発を行うとともに人権施策を推進するための審議会を設置します。

(仮称)中野区子どもの権利に関する

条例の推進

（子ども教育部・教育委員会事務局）

(仮称)中野区子どもの権利に関する条例に基づき、（仮称）中野区

子どもの権利救済機関及び（仮称）中野区子どもの権利委員会を設

置するとともに普及啓発を行います。

児童相談所の設置及び子ども・若者

支援センター等運営

（子ども教育部・教育委員会事務局）

令和４年４月、子ども・若者支援センター内に児童相談所を設置しま

す。設置に伴い、児童福祉審議会等、児童相談所設置市事務を開

始します。また、子ども・若者支援センター内で実施する若者相談事

業を拡充し、相談スペースの整備等を行います。

成年後見制度利用促進に向けた中核

機関の設置

（健康福祉部）

成年後見制度利用促進に向け、広報や相談体制の連携強化、適切

な後見人等候補者の検討、後見人等への継続的な支援等におい

て、中心的な役割を担う中核機関を設置します。

認知症とともに暮らす地域安心事業

（地域支えあい推進部）

認知症検診、地域拠点による支援事業を通し、認知症の初期の段

階から相談、支援、診断ができる体制を整備します。

事業名 事業の内容

セーフティネット（ＳＮ）専用住宅登録

促進モデル事業

（都市基盤部）

住宅確保要配慮者を対象としたＳＮ専用住宅の登録を促すため、民

間賃貸住宅のオーナーに対し、必要となる改修費の一部を助成しま

す。

区民活動センター等の整備・改修

（地域支えあい推進部）

昭和区民活動センターについて、既存敷地及び拡張用地等を用い

建替え整備のための基本計画を策定します。

多文化共生の推進

（区民部）

多文化共生推進に係る基本方針を策定します。

事業名 事業の内容

胃内視鏡検査の対象年齢拡大

（健康福祉部）

胃内視鏡検査の対象年齢を5０歳～６９歳に拡大します。

成人歯科健診の受診勧奨

（健康福祉部）

成人歯科健診の受診券を４０歳～５０歳の区民に発送し、成人歯科

健診の受診を促すことで、口腔内リスクの早期予防を図ります。

若者育成支援事業

（子ども教育部・教育委員会事務局）

中高生の意見表明や自発的な活動支援・地域参加等に向けたハイ

ティーン会議の見直し・拡充や、大学生・社会人の活動支援の取組

み等、若者の育成支援を推進します。



35

【柱４】 地域の見守り支えあい

【柱５】 生活を支えるサービス、生活を豊かにするサービス

【柱６】 地域医療

新型コロナウイルス感染症自宅療養

者支援事業

（地域支えあい推進部）

都の対象とならない短期間の自宅療養者及び入院待機者等に対

し、約３日分の食料品等を詰め合わせた「自宅療養セット」を配布し

ます。

新型コロナウイルス感染症対策

（健康福祉部）

感染状況に応じた適切な対応を図るため、引き続きＰＣＲ検査やワ

クチン接種体制の確保等、新型コロナウイルス感染症対策を実施し

ます。

事業名 事業の内容

児童館の機能拡充等

（子ども教育部・教育委員会事務局）

子育て支援や地域の見守り、ネットワーク支援機能を担うとともに、

すこやか福祉センター、子ども・若者支援センターと連携した継続的

な見守りを行います。また、インターネット環境の整備、遊具のリニュ

ーアル等を行います。さらに、施設の改修計画を策定していきます。

区民による公益的な活動に対する支

援機能の強化

（地域支えあい推進部）

新型コロナウイルス感染症の影響下、公益的な活動の継続・再開に

向けた支援を効果的に行うため、地域活動のコーディネート役を担

う人材のネットワークづくり、支援に必要な知識・スキルや情報の共

有を進め、研修等を行います。また、地域の居場所を提供する活動

については、社会福祉協議会への委託により運営・立ち上げ支援機

能を強化します。

地域活動の再開・活性化支援

（地域支えあい推進部）

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中でも、住民同士の

支えあい等の地域の活動が維持・継続されるよう、新型コロナウイル

スの感染症対策を進めるとともに、町会・自治会及び友愛クラブへ

の活動支援を行います。

事業名 事業の内容

一時預かり事業

（子ども教育部・教育委員会事務局）

養育者の育児疲れを解消する場合等の際に利用できるサービスと

して児童館における一時預かり事業を実施します。

在宅要介護者受入体制整備事業

（地域支えあい推進部）

在宅で要介護者(高齢者)を介護している家族等が新型コロナウイ

ルス感染症に感染した場合に、要介護者が住み慣れた地域での生

活を継続し、感染した家族等が安心して療養に専念できるよう支援

体制を継続します。

事業名 事業の内容

日常生活用具「発電機・蓄電池等」の

給付

（健康福祉部）

在宅の人工呼吸器使用者に対して、停電時等に必要とする非常用

電源装置を給付します。
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【柱７】 セーフティネット

【柱８】 子どもと子育て家庭、障害者及び高齢者特有の課題

事業名 事業の内容

ひきこもり支援事業

（地域支えあい推進部）

ひきこもり支援を充実させるために、区と社会福祉協議会が協働

し、包括的に支援する体制を構築します。

子どもの貧困対策の推進

（子ども教育部・教育委員会事務局）

学習支援事業の内容の拡充を図るほか、子ども食堂への支援を行

い、生活に困難を抱える子どもへの支援を充実させます。

事業名 事業の内容

妊産婦への支援体制の充実

（地域支えあい推進部）

産後ケア事業について、利用者個々のニーズに対応できるよう利用

回数等を改善し、サービスの提供の充実を図ります。

プレーパーク活動団体等支援

（子ども教育部・教育委員会事務局）

区内で展開されているプレーパーク活動について、地域に根ざした

活動を行う団体等に対し、活動を担う人材育成の支援やプレーパー

クの普及啓発を実施します。

区立重度・重複障害児通所支援施設

における居宅訪問型児童発達支援

（子ども教育部・教育委員会事務局）

区立重度・重複障害児通所支援施設において、在宅訪問指導の法

内化を行い、居宅訪問型児童発達支援を実施します。

生活寮の法内化に向けた再整備

（健康福祉部）

知的障害者生活寮事業及び在宅障害者(児)緊急一時保護事業を

法定サービスへ移行し、併設する福祉作業施設と一体的に事業を

行う施設へ再整備します。

在宅障害者受入体制整備事業

（健康福祉部）

在宅で障害者を介護している家族等が新型コロナウイルス感染症

に感染した場合に、障害者が住み慣れた地域での生活を継続し、感

染した家族等が安心して療養に専念できるよう支援体制を継続しま

す。
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４ 支援体制やサービス利用までの流れ（フロー）の図

【すこやか福祉センター相談・支援体制】

障害者相談支援

事業所

役割：区民と連携した地域活動の推進並びに地域における保健、福祉及び子育てに関する総合的な支援を行う。

地域包括支援

センター

保健福祉包括ケア係
（地域子育て支援、

地域健康推進含む）

サービス等

申請取次
総 合 相 談 （アウトリーチ活動含む）

高齢 障害 子育て 発達 健康

相談内容の背景、要因等を踏まえ、必要に応じた相談の連携、情報共有や総合的な調整を行う。

配置職種：

主任ケアマネジャー、

社会福祉士、保健師(看護師)

介護支援専門員

主な内容：

高齢者の総合相談（介護保

険法による相談支援業務含

む）高齢福祉サービス利用

調整、権利擁護・虐待防止

相談、介護予防マネジメン

ト等

配置職種：

社会福祉士、保健師、

精神保健福祉士

（いずれか 1名以上）

主な内容：

障害者の総合相談（障害者福

祉法による相談支援業務含

む）、障害福祉サービスの利

用調整、ケースワーク業務

配置職種：

保健師、福祉、歯科衛生士、栄養士、心理、

事務

主な内容：

相談・支援業務（精神保健、難病、ひきこも

り、地域在宅療養等、妊娠出産トータル、母

子保健、療育・発達、栄養・歯科、地域健康

活動、地域介護予防・健康生きがいづくり）、

アウトリーチチームによる相談支援

各種事業

（
委
託
）

介護認定申請、介護保険

サービス、生活支援サー

ビス等の障害者サービ

ス、療育施設、民間サー

ビスの紹介等、必要なサ

ービス利用へつなげる。

《抱える課題に

より専門的、複合的な対応が必要なケース》

〇児童虐待・発達障害・養育困難
⇒子ども・若者支援センター、児童相談所、

療育施設、学校、幼稚園、保育園、児童館

〇特定妊婦(出産に至る過程において何らかの支援が必要)

⇒児童福祉課

〇高齢者（障害者）虐待
⇒高齢者専門相談、障害福祉課

〇認知症 ⇒地域包括ケア推進課

〇障害者（児）の支援困難 ⇒障害福祉課

〇在宅医療連携 ⇒地域包括ケア推進課

〇生活困窮 ⇒生活援護課

〇ひきこもり ⇒社会福祉協議会

仲間づくりを進める地域

自主活動団体、課題別活

動団体

(地区育成団体、ＮＰＯ

団体、子育てサークル、

難病等支援グループ、趣

味のサークルほか)

サービスへつなげる
専門所管・機関との連携

自主的な活動への誘導

※連携の仕組み

支援検討会（ケース検討

会）、地域ケア会議、関

係者による訪問 （関係

者が調整し、ケースに対

する役割・支援方針を決

定した上で支援する。）

※民間連携先

医療機関、介護・障害サー

ビス事業者、社会福祉協議

会、民生児童委員、成年後

見推進機関、民間スポーツ

クラブ、区内社会福祉法

人、助産師等事業者ほか

（
委
託
）

区民活動センター
(アウトリーチ推進係)
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【子どもと子育て家庭】
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【障害者】

利用者
すこやか障害者
相談支援事業所 中野区

相談支援
事業所

サービス申請 申請受付 申請受理

サービス等利用計画

作成依頼
相談支援事業者へ

サービス利用計画依頼

サービス利用計画作成のためのアセスメント調査
障害支援区分認定調査

介護給付サービス等の利

用の場合

勘案事項調査

（居宅系）

５領域１１項目調査

居住系サービス 訓練等給付

支給決定

受給者証の交付

サービス利用計画（案）作成

勘案事項調査

（訓練等給付）

５領域１１項目調査

サービス担当者会議

サービス等利用計画作成

サービス事業者との

利用契約

サービスの利用

利用者負担の支払い
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申請

【高齢者（介護保険）】

利用者

相談窓口（地域包括支援センター又は介護・高齢者支援課）

要介護認定

要支援１・２基本チェックリスト

介護予防サービス

・介護予防訪問看護

・介護予防福祉用具貸与

・介護予防通所リハビリ

…

居宅介護支援事業所等（ケアマネ

ジャー）によるケアプラン作成

居宅サービス

・訪問介護 ・通所介護

・訪問看護 ・通所介護

・地域密着型サービス

・福祉用具貸与

…

施設サービス

・特養 ・老健 ・介護医療院

介護予防・生活支援サービス事業

・予防訪問サービス

・予防通所サービス

・生活援助サービス

・活動援助サービス

・短期集中予防サービス

・住民主体サービス

地域包括支援センターによる

ケアプラン作成

該当

非該当

施設

希望

在宅希望

介護予防サービス

地域支援事業

介護サービス

事業対象者

非該当

一般介護予防事業

・なかの元気アップ体操ひろば

・運動器の機能向上プログラム

・水中プログラム

・認知症予防プログラム

・カラオケ体操プログラム

要介護１～５

判定

…

…


